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(57)【要約】
【課題】放射線をもたらす原因を、簡便に推定する放射
線曝露原因の推定方法及びそのシステムを提供する。
【解決手段】放射線曝露原因の推定システムは、空間放
射線量及び浮遊粒子状物質の濃度と複数種の放射線曝露
原因それぞれとの関係を定めた判定基準１７を記憶した
記憶部１５と、空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度
を計測する計測部１１と、判定基準１７を基に、空間放
射線量及び浮遊粒子状物質の濃度の各計測値から、計測
部１１が空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度を計測
した場所の放射線曝露原因を導き出す推定部１２とを備
える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度と複数種の放射線曝露原因それぞれとの関係を定
めた判定基準を作成する準備工程と、
前記放射線曝露原因の調査対象地点で、前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度
をそれぞれ計測する測定工程と、
前記判定基準を基に、前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度の各計測値から、
前記調査対象地点の前記放射線曝露原因を導き出す推定工程とを有する放射線曝露原因の
推定方法。
【請求項２】
請求項１記載の放射線曝露原因の推定方法において、前記判定基準は、Ｘ軸及びＹ軸の一
方及び他方がそれぞれ前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度を示す二次元座標
系に、前記複数種の放射線曝露原因がマッピングされた二次元マップであり、前記推定工
程では、前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度の各計測値を座標とする点が前
記二次元マップ上にプロットされることを特徴とする放射線曝露原因の推定方法。
【請求項３】
請求項１又は２記載の放射線曝露原因の推定方法において、前記調査対象地点は複数の異
なる場所に存在し、前記複数の調査対象地点それぞれで計測された前記空間放射線量及び
前記浮遊粒子状物質の濃度の各計測値から、進入が制限されるべき場所を特定する制限特
定工程を、更に有することを特徴とする放射線曝露原因の推定方法。
【請求項４】
請求項３記載の放射線曝露原因の推定方法において、前記複数の調査対象地点それぞれで
計測された前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度の各計測値と、それぞれの計
測時刻の情報とを基にして、放射線の拡散を推定する拡散予測工程を、更に有することを
特徴とする放射線曝露原因の推定方法。
【請求項５】
空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度と複数種の放射線曝露原因それぞれとの関係を定
めた判定基準を記憶した記憶部と、
前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度を計測する計測部と、
前記判定基準を基に、前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度の各計測値から、
前記計測部が前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度を計測した場所の前記放射
線曝露原因を導き出す推定部とを備える放射線曝露原因の推定システム。
【請求項６】
請求項５記載の放射線曝露原因の推定システムにおいて、前記判定基準は、Ｘ軸及びＹ軸
の一方及び他方がそれぞれ前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度を示す二次元
座標系に、前記複数種の放射線曝露原因がマッピングされた二次元マップであり、前記推
定部は前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度の各計測値を座標とする点を前記
二次元マップ上にプロットすることを特徴とする放射線曝露原因の推定システム。
【請求項７】
請求項５又は６記載の放射線曝露原因の推定システムにおいて、前記計測部は、複数あっ
て、２か所以上の異なる場所に分散して、前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃
度を計測し、
前記複数の計測部それぞれから前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度の各計測
値を測定位置情報と共に取得する演算部を設け、前記演算部は、進入が制限されるべき場
所を特定することを特徴とする放射線曝露原因の推定システム。
【請求項８】
請求項７記載の放射線曝露原因の推定システムにおいて、前記演算部は、前記複数の計測
部それぞれから前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度の各計測値を、前記測定
位置情報及び計測時刻の情報と共に取得して、放射線の拡散を推定することを特徴とする
放射線曝露原因の推定システム。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、放射線をもたらす原因を推定する放射線曝露（暴露）原因の推定方法及びその
システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
従来、放射線源に関しては、調査対象地点の空気を採取し、放射線エネルギーのスペクト
ル解析により、その空気に含まれる放射性物質を同定した後、核物理学の専門家やＣＢＲ
Nテロ（化学、生物、放射性物質、核兵器を用いるテロ）の専門家によって放射線をもた
らす原因が推定される。
放射線エネルギーのスペクトル解析についての具体例は、例えば、特許文献１に記載され
ている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０００－２４１５５５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
しかしながら、放射線エネルギーのスペクトル解析には、空気採取装置やスペクトル解析
装置等の大掛かりな装置が必要とされ、更に、放射線源の推定精度は、測定者の熟練度や
専門家の知識レベルにも依存する傾向がある。
また、たとえ、放射性物質が正確に特定されたとしても、放射線をもたらしている直接の
原因を推定するのは容易でなく、高度な専門家集団による危機管理対策が必要であった。
本発明は、かかる事情に鑑みてなされるもので、簡便な方法で、放射線をもたらす原因を
推定する放射線曝露原因の推定方法及びそのシステムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
前記目的に沿う第１の発明に係る放射線曝露原因の推定方法は、空間放射線量及び浮遊粒
子状物質の濃度と複数種の放射線曝露原因それぞれとの関係を定めた判定基準を作成する
準備工程と、前記放射線曝露原因の調査対象地点で、前記空間放射線量及び前記浮遊粒子
状物質の濃度をそれぞれ計測する測定工程と、前記判定基準を基に、前記空間放射線量及
び前記浮遊粒子状物質の濃度の各計測値から、前記調査対象地点の前記放射線曝露原因を
導き出す推定工程とを有する。
【０００６】
第１の発明に係る放射線曝露原因の推定方法において、前記判定基準は、Ｘ軸及びＹ軸の
一方及び他方がそれぞれ前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度を示す二次元座
標系に、前記複数種の放射線曝露原因がマッピングされた二次元マップであり、前記推定
工程では、前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度の各計測値を座標とする点が
前記二次元マップ上にプロットされるのが好ましい。
【０００７】
第１の発明に係る放射線曝露原因の推定方法において、前記調査対象地点は複数の異なる
場所に存在し、前記複数の調査対象地点それぞれで計測された前記空間放射線量及び前記
浮遊粒子状物質の濃度の各計測値から、進入が制限されるべき場所を特定する制限特定工
程を、更に有するのが好ましい。
【０００８】
第１の発明に係る放射線曝露原因の推定方法において、前記複数の調査対象地点それぞれ
で計測された前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度の各計測値と、それぞれの
計測時刻の情報とを基にして、放射線の拡散を推定する拡散予測工程を、更に有するのが
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好ましい。
【０００９】
前記目的に沿う第２の発明に係る放射線曝露原因の推定システムは、空間放射線量及び浮
遊粒子状物質の濃度と複数種の放射線曝露原因それぞれとの関係を定めた判定基準を記憶
した記憶部と、前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度を計測する計測部と、前
記判定基準を基に、前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度の各計測値から、前
記計測部が前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度を計測した場所の前記放射線
曝露原因を導き出す推定部とを備える。
【００１０】
第２の発明に係る放射線曝露原因の推定システムにおいて、前記判定基準は、Ｘ軸及びＹ
軸の一方及び他方がそれぞれ前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度を示す二次
元座標系に、前記複数種の放射線曝露原因がマッピングされた二次元マップであり、前記
推定部は前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度の各計測値を座標とする点を前
記二次元マップ上にプロットするのが好ましい。
【００１１】
第２の発明に係る放射線曝露原因の推定システムにおいて、前記計測部は、複数あって、
２か所以上の異なる場所に分散して、前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度を
計測し、前記複数の計測部それぞれから前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度
の各計測値を測定位置情報と共に取得する演算部を設け、前記演算部は、進入が制限され
るべき場所を特定するのが好ましい。
【００１２】
第２の発明に係る放射線曝露原因の推定システムにおいて、前記演算部は、前記複数の計
測部それぞれから前記空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度の各計測値を、前記測
定位置情報及び計測時刻の情報と共に取得して、放射線の拡散を推定するのが好ましい。
【発明の効果】
【００１３】
第１の発明に係る放射線曝露原因の推定方法、及び、第２の発明に係る放射線曝露原因の
推定システムは、空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度と複数種の放射線曝露原因それ
ぞれとの関係を定めた判定基準を基にして、空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度の各
計測値から、放射線曝露原因を導き出すので、放射線をもたらす原因を、簡便に推定する
ことが可能である。これは、空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度と、放射線をもたら
す原因、即ち、放射線曝露原因とが、密接に関連している点が確認されたこと、並びに、
空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度の高精度な計測が、大掛かりな装置を用いること
なく、行えることによるものである。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の一実施の形態に係る放射線曝露原因の推定システムの説明図である。
【図２】判定基準である二次元マップを示す説明図である。
【図３】放射線曝露原因の推定システムの変形例を示す説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
続いて、添付した図面を参照しつつ、本発明を具体化した実施の形態につき説明し、本発
明の理解に供する。
図１に示すように、本発明の一実施の形態に係る放射線曝露原因の推定システム１０は、
空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度を計測する計測部１１と、計測部１１の計測結果
を基にして、放射線をもたらしている原因（以下、「放射線曝露原因」とも言う）を導き
出す推定部１２とを備えている。以下、これらについて詳細に説明する。
【００１６】
計測部１１は、図１に示すように、空間放射線量を測定する放射線量測定モジュール１３
及び浮遊粒子状物質の濃度を測定する浮遊粒子測定モジュール１４を有している。本実施
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の形態では、放射線量測定モジュール１３において、放射線の検出用にフォトダイオード
が採用され、浮遊粒子測定モジュール１４において、浮遊粒子状物質の検出用に受光素子
が用いられているが、これに限定されない。例えば、シンチレーター又は半導体を利用し
てスペクトル解析により、空間放射線量を測定するようにしてもよい。
浮遊粒子測定モジュール１４が検出する浮遊粒子状物質は、粒子径がマイクロメートルオ
ーダの微粒子であり、本実施の形態では、粒子径が２．５マイクロメートル以下の微小粒
子状物質（ＰＭ２．５）である。
【００１７】
推定部１２は、プログラム及びＣＰＵを有し、放射線量測定モジュール１３及び浮遊粒子
測定モジュール１４それぞれからデジタル情報として出力された空間放射線量の計測値及
び浮遊粒子状物質の濃度の計測値を取得することができる。
放射線曝露原因の推定システム１０は、計測部１１及び推定部１２に加え、記憶部１５及
び表示手段１６を備えている。記憶部１５は、ハードディスクや、フラッシュメモリから
なる記憶装置の一部であり、推定部１２が有するプログラムは、記憶装置において、記憶
部１５が格納されている領域とは別の領域に記憶されている。表示手段１６には、液晶デ
ィスプレイを採用可能である。
なお、推定部１２のプログラムは、記憶部１５が記憶されている記憶装置とは、別の記憶
装置に記憶されていてもよい。
【００１８】
記憶部１５は、空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度と複数種の放射線曝露原因それぞ
れとの関係を定めた判定基準（以下、単に「判定基準」ともいう）を記憶している。
本実施の形態において、判定基準は、図２に示すように、Ｘ軸及びＹ軸がそれぞれ空間放
射線量（放射線量）及び浮遊粒子状物質の濃度（ＰＭ濃度）を示す二次元座標系に、複数
種の放射線曝露原因がマッピングされた（対応付けられた）二次元マップ１７である。
【００１９】
二次元マップ１７にマッピングされた各放射線曝露原因は、Ｐ１が喫煙によるものであり
、Ｐ２が大気汚染によるものであり、Ｐ３が原子力発電所の事故によるものであり、Ｐ４
が拡散する放射性物質を用いたテロによるものである。そして、Ｐ５は放射性雲（プルー
ム）によるものであり、Ｐ７は放射性物質の放置によるものであり、Ｐ８は航空機内や宇
宙環境にいることによるものである。なお、Ｐ７の放射性物質の放置とは、放射性物質の
付着や、拡散しない放射性物質を用いたテロ等を意味し、Ｐ６は通常の環境であることを
示す領域である。
【００２０】
ここで、スペクトル解析を採用した場合には、空間放射線量上昇の原因となる核種を同定
でき、放射線曝露原因の推定において有用な情報を得ることが可能となる。これにより、
例えば、図２においてＰ３とＰ４とが重なった領域で、放射線曝露原因が原子力発電所の
事故によるものかその他のものかの切り分けが可能となる。
【００２１】
記憶部１５に記憶されている二次元マップ１７は、必要に応じて、図示しないランダムア
クセスメモリに展開される。記憶装置に記憶されている推定部１２のプログラムも、適宜
、ランダムアクセスメモリに展開される。
推定部１２は、放射線量測定モジュール１３から取得した空間放射線量の計測値をＸ座標
とし、浮遊粒子測定モジュール１４から取得した浮遊粒子状物資の濃度の計測値をＹ座標
とする点（以下、「検出対象点」とも言う）を、ランダムメモリ上に展開された二次元マ
ップ１７上にプロットする（反映させる）。
本実施の形態において、空間放射線量の計測値とは、放射線量測定モジュール１３が所定
時間中に計測した空間放射線量の平均値であり、浮遊粒子状物質の濃度の計測値とは、浮
遊粒子測定モジュール１４が所定時間中に計測した浮遊粒子状物質の濃度の平均値を意味
する。
【００２２】
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そして、推定部１２は、二次元マップ１７上にプロットされた検出対象点がＰ１、Ｐ２、
Ｐ３、Ｐ４、Ｐ５、Ｐ６、Ｐ７及びＰ８のいずれの領域に属するかを検出し、計測部１１
が空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度を計測した場所（以下、「調査対象地点」とも
言う）の放射線曝露原因を導出する。即ち、推定部１２は、二次元マップ１７を基に、空
間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度の各計測値から、調査対象地点の放射線曝露原因を
導き出す。
【００２３】
Ｐ１、Ｐ２、Ｐ３、Ｐ４、Ｐ５、Ｐ６、Ｐ７及びＰ８の各領域は、二次元マップ１７にお
いて、全部又は一部が、他の領域に重なっている。二次元マップ１７上で複数の領域が重
なった場所に、検出対象点がプロットされた場合、推定部１２は、放射線曝露原因として
複数の原因を導き出し、二次元マップ１７上で一つの領域のみが割り当てられた場所に検
査対象点がプロットされた場合、一つの放射線曝露原因が導き出される。
【００２４】
また、記憶部１５に、通常の環境下における所定時間中の空間放射線量の平均値及び所定
時間中の浮遊粒子状物質の濃度の平均値を記憶させ、推定部１２によって導出される放射
線曝露原因に、その２つの平均値が反映されるように推定部１２を設計してもよい。
具体的には、通常の環境下における所定時間中の空間放射線量の平均値及び所定時間中の
浮遊粒子状物質の濃度の平均値を、予め計測し、その計測値を基に調整された二次元マッ
プを作成する。
【００２５】
次に、推定部１２が、放射線曝露原因を導出するために計測された空間放射線量の値から
、通常の環境下における所定時間中の空間放射線量の平均値を差し引いた値をＸ座標とし
、放射線曝露原因を導出するために計測した浮遊粒子状物質の濃度から、通常の環境下に
おける所定時間中の浮遊粒子状物質の濃度の平均値を差し引いた値をＹ座標とする点を、
二次元マップ上にプロットして、放射線曝露原因を導き出す。
これは、通常の環境下における空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度が、場所によって
異なる際に有効である。
【００２６】
放射線曝露原因の推定システム１０は、図１に示すように、推定部１２に命令信号を与え
ることが可能な入力手段１８を有している。推定部１２によって導出された放射線曝露原
因は、入力手段１８で入力操作が行われることによって、表示手段１６に出力され、ある
いは、記憶部１５に記憶される。
本実施の形態では、入力手段１８が、キーボード及びマウスを有しているが、これに限定
されず、例えば、入力手段１８に、タッチパネルを採用してもよい。
【００２７】
判定基準は、二次元マップ１７に限定されず、例えば、各放射線曝露原因と空間放射線量
の対応関係が定められた第１の対応表、及び、各放射線曝露原因と浮遊粒子状物質の濃度
の対応関係が定められた第２の対応表を有して構成されていてもよい。第１、第２の対応
表を判定基準とする場合、第１の対応表を基に、空間放射線量の測定値から放射線曝露原
因の候補を選出し、第２の対応表を基に、浮遊粒子状物質の濃度の測定値から放射線曝露
原因の候補を選出し、第１、第２の対応表それぞれから共通して選出された放射線曝露原
因の候補を、最終的な放射線曝露原因として導出すればよい。
【００２８】
放射線量測定モジュール１３による空間放射線量の計測と、浮遊粒子測定モジュール１４
による浮遊粒子状物質の濃度の計測は、同じタイミングで行うことが好ましいが、一方の
計測から、時間（例えば、１～５秒）をおいて他方の計測を行ってもよい。
計測部１１は、所定の場所に固定されていてもよいし、モバイル端末に装着され、空間放
射線量及び浮遊粒子状物質の濃度の各計測を、計測ごとに場所を変えて行うようにしても
よい。
【００２９】
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以下、放射線曝露原因の推定システム１０に適用される放射線曝露原因の推定方法につい
て、説明する。
放射線曝露原因の推定システム１０に適用される放射線曝露原因の推定方法は、（１）二
次元マップ１７を作成する準備工程と、（２）放射線曝露原因の調査対象地点で、空間放
射線量及び浮遊粒子状物質の濃度をそれぞれ計測する測定工程と、（３）二次元マップ１
７を基に、空間放射線量及び前記浮遊粒子状物質の濃度の各計測値から、調査対象地点の
放射線曝露原因を導き出す推定工程とを有している。
【００３０】
また、放射線曝露原因の推定システム１０は、計測部１１が１つであるが、これに限定さ
れない。以下、放射線曝露原因の推定システム１０の変形例であり、複数の計測部１１を
備える放射線曝露原因の推定システム３０について説明する。
なお、放射線曝露原因の推定システム３０において、放射線曝露原因の推定システム１０
と同様の構成については、同じ符号を付して、詳細な説明を省略する。
【００３１】
放射線曝露原因の推定システム３０は、図３に示すように、計測部１１、推定部１２、記
憶部１５、表示手段１６及び入力手段１８を有する複数の端末３１と、複数の端末３１に
通信接続されたサーバ３２とを備えている。即ち、放射線曝露原因の推定システム３０は
、複数の計測部１１を備えている。
各端末３１は、推定部１２が、記憶部１５に記憶されている二次元マップ１７を基に、計
測部１１により計測された空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度から調査対象地点の放
射線曝露原因を導き出すことが可能である。従って、各端末３１は、単体で、放射線曝露
原因を導出することができる。
【００３２】
そして、各端末３１は、計測部１１、推定部１２、記憶部１５、表示手段１６及び入力手
段１８に加え、位置情報を検出する位置検出部３３と、時刻を管理する時計部３４とを備
えている。
位置検出部３３は、ＧＰＳ（全地球測位システム）によって、端末３１（即ち、計測部１
１）の現在位置を検出する。時計部３４は、端末１１に装備された内蔵時計である。
【００３３】
本実施の形態において、複数の端末３１は、それぞれモバイル端末であり、人によって持
ち運ばれることを前提としているが、これに限定されず、それぞれ所定の場所で固定され
ていてもよい。
複数の端末３１は、計測部１１によって、適宜、空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度
を計測し、空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度の各計測値に、計測を行った位置の情
報（以下、「測定位置情報」ともいう）、及び、計測を行った時刻の情報（以下、「計測
時刻の情報」ともいう）を対応付ける。測定位置情報には、位置検出部３３が検出した位
置情報が用いられ、計測時刻の情報は、時計部３４によって管理されている時刻から得ら
れる。
【００３４】
サーバ３２に無線接続された複数の端末３１はそれぞれ、所定のタイミングで、記憶部１
５に記憶された空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度の各計測値を、その計測値に関連
付けられた測定位置情報及び計測時刻の情報と共に、サーバ３２に送信する。
ここで、複数の端末３１の全てが、同じ場所で、空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度
を計測することがないよう、複数の端末３１は、２か所以上の異なる場所に分散した状態
で、空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度を計測する。従って、調査対象地点は、複数
の異なる場所に存在している。
【００３５】
サーバ３２は、ハードディスクからなる記憶手段３５を備え、各端末３１から受信した空
間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度の各計測値を、各計測値に関連付けられた測定位置
情報及び計測時刻の情報と共に、記憶手段３５へ記憶する。
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サーバ３２は、記憶手段３５からデータを取得する演算部３６を有し、演算部３６は、記
憶手段３５から各端末３１が計測した空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度の各計測値
を測定位置情報及び計測時刻の情報と共に取得する。
【００３６】
演算部３６は、複数の調査対象地点における空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度の各
計測値と、各計測値に関連付けられた測定位置情報と、各計測値に関連付けられた計測時
刻の情報とを基に、人の進入が制限されるべき場所を特定する。
サーバ３２には、キーボードからなる入力手段３７、及び、液晶ディスプレイ又は印刷機
からなる出力手段３８が接続され、サーバ３２は、演算部３６が導出した人の進入が制限
されるべき場所を出力手段３８に出力する。また、各端末３１は、サーバ３２から、人の
進入が制限されるべき場所の情報を取得し、表示手段１６に表示することが可能である。
【００３７】
ここで、各端末３１において空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度が計測された後、直
ちに（例えば、計測後１０分以内に）、演算部３６によって、人の進入が制限されるべき
場所が導出される場合、人の進入が制限されるべき場所の特定のために、計測時刻の情報
は、必ずしも必要でない。これは、演算部３６により導出された人の進入を制限すべき場
所が、現在の情報として扱われるためである。
従って、演算部３６は、記憶手段３５から取得した複数の調査対象地点における空間放射
線量及び浮遊粒子状物質の濃度の各計測値を、各計測値に関連付けられた測定位置情報と
共に取得し（つまり、計測時刻の情報は取得しない）、これらから、人の進入が制限され
るべき場所の情報を導き出すようにしてもよい。
【００３８】
そして、演算部３６は、複数の調査対象地点における空間放射線量及び浮遊粒子状物質の
濃度の各計測値を計測時刻の情報と共に取得し、空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度
の各計測値の時間経過による変化から、放射線の拡散を推定することも可能である。
演算部３６は、放射線の拡散を基にして、放射線曝露原因を導き出してもよい。例えば、
拡散する放射性物質を用いたテロは、原子力発電所の事故に比べ、放射線の拡散が緩やか
であることが確認されており、この性質を基にすることで、放射線曝露原因を特定するこ
とが可能となる。
【００３９】
ここまで説明した放射線曝露原因の推定システム３０に適用される放射線曝露原因の推定
方法は、放射線曝露原因の推定システム１０に適用される放射線曝露原因の推定方法と比
較し、更に、別の工程を有しているといえる。その追加の工程とは、（１）複数の異なる
場所に存在する調査対象地点それぞれで計測された空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃
度の各計測値から、人の進入が制限されるべき場所を特定する制限特定工程と、（２）複
数の調査対象地点それぞれで計測された空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度の各計測
値と、それぞれの計測時刻の情報とを基にして、放射線の拡散を推定する拡散予測工程で
ある。
【００４０】
また、調査対象地点を複数の異なる場所に設ける点においては、計測部が２か所以上の異
なる場所に分散していればよく、例えば、異なる場所にそれぞれ設置された複数の計測部
と、演算部及び二次元マップを記憶した記憶部等を備えたサーバとを通信接続し、演算部
が、複数の計測部それぞれから空間放射線量及び浮遊粒子状物質の濃度の各計測値を、各
計測部の位置情報と共に取得し、進入が制限されるべき場所を特定してもよい。
【００４１】
以上、本発明の実施の形態を説明したが、本発明は、上記した形態に限定されるものでな
く、要旨を逸脱しない条件の変更等は全て本発明の適用範囲である。
例えば、複数の端末とサーバは、無線接続でなく、有線接続であってもよい。また、サー
バの代わりに、パーソナルコンピュータを用いてもよい。そして、判定基準である二次元
マップにおいて、各放射線曝露原因の領域は、他の領域と重なった部分を有している必要
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はない。
【符号の説明】
【００４２】
１０：放射線曝露原因の推定システム、１１：計測部、１２：推定部、１３：放射線量測
定モジュール、１４：浮遊粒子測定モジュール、１５：記憶部、１６：表示手段、１７：
二次元マップ、１８：入力手段、３０：放射線曝露原因の推定システム、３１：端末、３
２：サーバ、３３：位置検出部、３４：時計部、３５：記憶手段、３６：演算部、３７：
入力手段、３８：出力手段

【図１】 【図２】
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【図３】
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